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安全なリスニングデバイス/システムのための
ガイドライン



本標準の概要

OVERVIEW OF THE STANDARD

＜概要＞
・本勧告は、失聴や難聴から人を保護するための、安全な視聴機器およびシス
テム、特に音楽再生機器に関する要件を説明する。
この勧告の対象から、以下のような装置は除外される：
• 双方向通信機器(トランシーバなど)

• リハビリテーション機器や医療機器(例えば、補聴器、FMシステム、および

補聴器あるいは人工内耳の一部として承認された他の聴覚補助機器
(ALD)など)。

• 個人用音声増幅装置（PSAP)。
• プロのオーディオ機器

・ITU-T H.870に準拠している。

＜特徴＞
・本勧告の目的は、娯楽のための音への危険な露出によって引き起こされる失
聴・難聴のリスクを低減することである。そのために本勧告では、音楽等の視
聴の際に大きな音への露出を規制するための基準を規定している。
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– WHOと共同で策定した

難聴防止のための勧
告

–欧州標準仕様を拡張
し世界対応の規格。

–音楽視聴用機器の安
全基準、「音量」の新し
い定義等を含む

H.870 “Guidelines for safe listening 
devices/systems”



Equal Energy Principle

• The premise that equal amounts of sound energy will cause equal amounts of 
sound induced hearing loss regardless of the distribution of the energy across time.

• (時間軸上のエネルギーの分布に関係なく同じ量のエネルギーは、同一の難聴を
引き起こす、という理論）

• I.e., the total effect of sound is proportional to the total amount of sound energy 
received by the ear, irrespective of the distribution of that energy in time

• “Less energy for longer period of time” “More energy for shorter period of time”  
Can have the same effect on ear



Dosage（総曝露量）について

• SPL × 音への曝露時間で計測

–例：85dB SPL(A)の音圧に８時間、曝されると危険。

• 職場での騒音安全対策ではよく使われている概
念。

• 計測装置をDosimeter(曝露計),計測法を
dosimetryと言ったりする。

• PASの安全基準に関する標準をIECと共に、H.870
に採用。



Dosage（総曝露量）について
• 定義

–音圧レベル(𝑆𝑃𝐿) = 20 log10
𝑝

20𝜇Pa.

–𝑑𝑜𝑠𝑒 = 𝑡1׬
𝑡2

𝑝𝐴(𝑡)
2𝑑𝑡

• 例：80 dBSPL(A) の音を40 時間聞き続けた場
合の総曝露量は:
– 音圧は定義から80= 20 log10

𝑝

20𝜇Pa.

– logの定義から10
80

20 ∙
20µ𝑃𝑎

1𝑃𝑎
= 0.2；単位はパスカル(Pa)

– doseの定義から0.22 ∙ 40 = 𝟏. 𝟔 𝐏𝐚𝟐𝐡. （単位は平方パスカ
ル時）=>推奨される限界値



H.870の概要：Safe-Listeningの推奨曝露上限

• Mode 1: (WHO) 成人の標準レベル: 

７日間に1.6 Pa2h を上限とする。

• Mode 2: (WHO) 子供あるいはより敏感なユー
ザーの標準

７日間に0.51 Pa2hを上限とする。.



本標準の構成

CONTENTS OF THE STANDARD

1 規定範囲
2 参考文献
3 定義
4 略称
5 慣例
6 安全な視聴:入門
7 障害の危険基準
8 測定法
9 ヘッドホンの感度及び周波数反応
10 プロファイル
11 健康コミュニケーション
12 環境騒音制御
13 音量制御
14 周辺器具に関する注意
Appendix

9



以下参考
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WHOとITUとSafe Listening

• 2015年10月にWHOとITU
が共同で標準化団体(IEC, 
CENELEC, CTA,等）、メー

カー、医療関係者等を集
めてSafe Listeningに関す
るワークショップを開催

• 特に個人用ミュージックプ
レーヤー(Personal Audio 
System(PAS)の使用を対象

• 議論の結果ITUでの標準
化を決定。



WHO-ITU Consultation on Make Listening Safe

• 2017年3月６、７日に
WHO本部でITUとの合
同会議を開催

• 専門家の意見を取り入
れて、標準化を推進

• 5月に開催されたWHA
を意識した会合



失聴に関するWHOの決議

• 201 7年 5月 22 日から 31 日にかけて開催された第
70 回世界保健総会（World Health Assembly)におい
て、疾病もしくは公衆衛生関連議題の決議
（Resolution ）において失聴が採択された。

• WHOのホームページによると、この決議によって、失

聴・難聴の話題は、禁煙、生活習慣病、ガンとならん
でWHOの重要項目に。

• http://www.who.int/mediacentre/news/releases/201
7/vector-control-ncds-cancer/en/



が

ガン

タバコ制限

失聴・難聴

生活習慣病



• ITUのH.870を
WHO側が、内容を

変えずに想定を変
更し、一般に分か
りやすい形にした。

H.870 (Safe Listening) WHO版



• 6 Safe listening: Introduction

• 7 Damage risk criteria

• 8 Measurement methods

• 9 Sensitivity range and frequency response of headphones

• 10 Profiles

• 11 Health communication

• 12 Ambient noise control

• 13 Volume control

• 14 Guidance on ancillary concerns

• Appendix I – Status report

• Appendix II – Dose estimation functionality for implementation in a personal audio system

• Bibliography
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WHO-ITU Safe-listening Standardの発表式典

• WHO-ITU Safe 
Listening Standard
を発表するWHO

事務局長のテドロ
ス・アダノム



JT-F921

視覚障害者のための音声による屋内及び屋外
ネットワークナビゲーションシステム

Audio-based indoor and outdoor network navigation 
system for visually impaired

2019.5.31

マルチメディア応用専門委員会
アクセシビリティSWG
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本標準の概要

OVERVIEW OF THE STANDARD

＜概要＞
・本勧告は、音声に基づいたネットワーク・ナビゲーション・システムの視覚障害
者の包括的要求条件に則った形で設計されるための設計条件を規定する。本
勧告は、システム機能要件を指定し、具体的な実装には立ち入っていない。
・ITU−T F.921に準拠している。

＜特徴＞

・音声に基づいたネットワーク・ナビゲーション・システムにおける音声ガイダン
ス設計のガイドラインを規定している。
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ITU-T Rec. F.921
視覚障害者のための音声ガイダンスの枠組み

• 英国のNPO”WayFindr”からの提案に基づいた勧
告

• 視覚障害者のために音声ガイダンスを用いた道
案内等についての枠組みを規定

• GPSなどの電波が到達しない屋内でのナビゲー
ションのガイドライン。

• ビーコンとスマートホンを使用することを想定し
ているが、勧告自体は実装中立的

• ロンドンの地下鉄で実際に用いられている。



勧告の内容

• 本勧告は以下のような内容を含む

–システム設計に関する要求条件

–実装の検証に関する要求条件

–オーディオ指示文作成に関するガイドライン

– ランドマーク設置法のガイドライン

–鉄道駅構内対するガイドライン

–スマートホン用モバイルアプリに対する要求条件
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F.921の実施例

• 地下鉄駅構内な
どGPSなどの位置

情報が得られな
い環境を主な対
象にしている

• スマートホンのア
プリとして実装さ
れることを主に想
定。

• 音声によるガイド
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F.921の実施例

• 視覚障害者は
標準化された
感覚に設置さ
れた標的から
のビーコン信
号によって発
火される音声
ガイドに従って、
安全な歩行を
促される
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本標準の構成

CONTENTS OF THE STANDARD

1 規定範囲
2 参照文書
3 定義
4 略語
5 慣例
6 設計原則
7 検証原則
8 方向
9 オーディオ指示
10 特定の特徴、ランドマーク、および物
11 鉄道駅
12 モバイルアプリの特徴
Appendix I -オーディオ指示の例
文献
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JT-F930

マルチメディア通信リレーサービス

Multimedia Communication Relay Service

2019.5.31

マルチメディア応用専門委員会
アクセシビリティSWG

25



本標準の概要

OVERVIEW OF THE STANDARD

＜概要＞

・電話リレーサービスのIPTVシステムにおいてアクセシビリティ機能のサポート
する場合のプロファイルを規定している。
勧告ITU-T F .930は、マルチメディア通信サービスの一環としての、電話リレー

サービスの枠組みの定義と要求条件の記述を行っている。本勧告は、現在使
用されている一般的な４種類の電話リレーサービス (テキストリレー、ビデオリ
レー、キャプション付き電話リレー、音声読み上げリレー) の機能を記述し、さら
に端末装置,呼設定,緊急通信およびメッセージ検索に関連する電話リレーサー
ビスの特有の機能要件を規定している。

・勧告ITU-T F .930に準拠している。

26



国際電気通信連合(ITU-T)勧告F.930
“Multimedia telecommunication relay services”

• 2018年3月に勧告化

• マルチメディア時代の電話リレーサービスの枠組みと要求
条件を記述

• 主エディターは米国Gallaudet大学教授（ろう者）のエンジ
ニア

• 各国電話会社（オレンジ、スプリント等）や実際にVRSサー
ビスを行っている会社からも寄与文書によって貢献

• 世界ろうあ連盟や世界難聴者連盟から多数の貢献

• 世界手話通訳者協会（WASLI)とも協力



• Relay services are the telecommunication services which allow 
persons with hearing disabilities (deaf or HoH) and/or speech 
disabilities to communicate more easily with hearing and speaking 
users by converting a medium (e.g., voice) to another medium which 
can appeal to other senses of persons with disabilities.

• 「電話リレーサービスとは、ある媒体（例えば、音声）を、
他の感覚に訴えることができる別の媒体に変換すること
によって、聴覚障害者（ろう者または難聴者）あるいは音
声障害者が、話せ聞こえるユーザと、より容易に通信で
きるようにする、電気通信サービスである。 」

• ITUでは、電話リレーサービスを電話通信サービスと規定

電話リレーサービスとは （ ITU-T F.930）
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電話リレーサービスのコミュニケーションモデル
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• The capability to which persons with different range of 
abilities (in particular persons with disabilities and 
persons with specific needs) are able to use a 
communication service or system with a level of offered 
functions and convenience-of-use that is similar to those 
offered to the wider group of users in a population.

• 「異なる範囲の能力を持つ人（特に障害のある人と特定
のニーズを持つ人）が、母集団内の多数のユーザー・グ
ループに対して提供されているのと、等価の機能と使い
やすさで、通信サービスまたはシステムを使用すること
ができること」

機能的等価性の原則
(Functional Equivalency )
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• 機能的等価性のもとでは、一般的な電話サービスと電話
リレーサービスの間にサービス面で大きな違いがないこと
が要求される。

• 電話リレーサービス利用者が他の電話ユーザと比較して
以下のような面で不利益を被るようなことがない、

–掛けられる電話番号やサービスが限定される、

–電話を掛けられる時間などが限定される、

–電話を掛ける方法が、著しく複雑になる

–電話料金を余計に徴取される、

–使える端末や機材が限定される、

• 一般の電話利用者が享受できるサービスと同程度のサー
ビスを電話リレーサービスは可能にしなければならない。

機能的等価性の原則 （続き）
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代表的な電話リレーサービス

• ビデオリレー（手話⇔音声）

– CAによって手話の発話と音声発話の間をリレー

• 文字リレー（文字⇔音声）

– CAによって文字と音声発話の間をリレー

• 字幕表示機能付の電話機によるリレー

– 発話に支障のないろう者・難聴者のために、CAが音声を文
字に変換

• 音声リレー

– 耳は聴こえるが発話が困難な人のためのリレーサービス



本標準の構成

CONTENTS OF THE STANDARD

1 範囲
2 参照標準
3 定義
4 略語
5 慣例
6 通信中継サービスの紹介
7 ４つの主要リレーサービス
8 サービス要件
9 サービスの機密性とセキュリティ
付録I: 電話中継サービスでのIPTVの使用
付録II: 米国におけるリアルタイム・テキスト
付録III：コミュニケーションアシスタントのトレーニング手順
付録IV: メッセージの取得手順
参考文献
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